
証券コード　7292
2020年６月10日

株 主 各 位
静岡県静岡市葵区伝馬町11番地５

代表取締役社長 村上太郎

第77期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜わり厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第77期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申
しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2020年６月25日（木曜日）午
後５時30分までに到着するよう折り返しご送付くださいますようお願い申しあげ
ます。

敬　具
記

1. 日　　時 2020年６月26日（金曜日）午前10時

2. 場　　所 静岡県静岡市葵区紺屋町３番10号

中島屋グランドホテル　４階　カトレア

3. 目的事項

報告事項 1.　第77期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）事
業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

2.　第77期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）計
算書類報告の件

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役１名選任の件
第４号議案 監査役３名選任の件

以　上

◎新型コロナウイルスの感染予防のため、可能な限り、議決権を事前に行使いただき、当日のご
来場を極力お控えくださいますようお願い申しあげます。また、株主総会会場において、感染
防止のために必要な対応を講じる場合がありますことをご理解くださいますようお願い申しあ
げます。なお、本年より株主総会ご出席者様へのお土産の贈呈を取り止めさせていただきます
ので、ご了承賜りますようお願い申しあげます。

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、当社ウ
ェブサイト（http://www.murakami-kaimeido.co.jp/）に掲載させていただきます。
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新型コロナウイルス感染拡大下における株主総会の運営について

　新型コロナウイルスの感染予防のため、当社といたしましては、本年の株

主総会を以下の通り対応させていただきたく存じます。何卒ご理解ならびに

ご協力賜りますよう、お願い申しあげます。

【株主の皆様へのお願い】

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、可能な限り議決権を事前に行使い

ただき、当日のご来場を極力お控えくださいますよう、お願い申しあげます。

【株主総会会場での対応】

(1)ご来場の株主様の体温確認を行わせていただき、37.0℃以上の発熱のある

方、咳などの症状のある方には、株主総会会場への入場をお断りさせてい

ただきます。

(2)会場内に消毒液を設置しますので、手指の消毒にご協力ください。

(3)株主総会の議事進行は、極力時間短縮にて対応させていただきます。

(4)本年より株主総会ご出席者様へのお土産の贈呈を取り止めさせていただ

きます。

※株主総会当日までの感染拡大状況等により、本総会の開催・運営に関して

大きな変化が生じる場合は、下記当社ウェブサイトに内容を掲載させてい

ただきます。

　http://www.murakami-kaimeido.co.jp/
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

(2019年４月１日から
2020年３月31日まで)

1.　企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度における世界経済は、長期化する米中通商問題や英国のEU

離脱問題など世界的な保護主義の動きから不透明感が高まり、景気が不安定

に推移しました。日本では雇用や所得環境に継続的な改善が見られ、経済は

全体として回復基調を維持しましたが、年明け以降の新型コロナウイルスの

感染拡大の影響により、今後急速な経済の減速が懸念される状況となりまし

た。

一方、当社グループの主要取引先である自動車業界におきましては、日本

国内では消費税増税の影響や関税引き上げによる生産の現地化などが起因し、

前年に比べて完成車の生産台数が減少しました。その他、中国をはじめ、米

国やアジアの主要国においても生産台数が減少し、世界全体で低調に推移い

たしました。

　このような状況下において当社グループは、グローバル市場での事業拡大

に向けた海外拠点の拡充や、原材料等の現地調達化及び合理化推進などの原

価低減活動を推進するとともに、次世代製品の研究開発にも積極的に取り組

み、グループ一丸となって持続的成長のための企業体質の強化を図ってまい

りました。

　なお、新型コロナウイルスの業績に与える影響について、在外連結子会社

は決算期が12月であるため、当連結会計年度への影響は無く、国内顧客の生

産も３月末に一部停止がありましたが、影響は軽微にとどまりました。

　以下、地域別の概況をご報告申しあげます。

・日本

　主力の自動車用バックミラーの販売数量は増加したものの、製品の構成変

動等により、売上高は前連結会計年度に比べて259百万円（0.6％）減少し、

45,346百万円となりました。営業利益は、新製品投入に伴う人件費経費及び

減価償却費の増加等により2,815百万円となり、前連結会計年度に比べて874

百万円（23.7％）の減少となりました。
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・アジア

　中国における自動車用バックミラーの販売数量が増加した結果、売上高は

前連結会計年度に比べて1,719百万円（9.9％）増加し、19,078百万円となり

ました。営業利益は2,849百万円となり、前連結会計年度に比べて154百万円

（5.7％）の増加となりました。

・北米

　主にメキシコにおける自動車用バックミラーの販売数量の増加により、売

上高は前連結会計年度に比べて2,474百万円（23.0％）増加し、13,243百万円

となりました。営業利益は1,144百万円となり、前連結会計年度に比べて588

百万円（105.9％）の増加となりました。

　以上の結果、当連結会計年度の売上高は77,668百万円となり、前連結会計

年度に比べて3,935百万円（5.3％）の増加となりました。

　また、経常利益は7,639百万円となり、前連結会計年度に比べて48百万円

（0.6％）の減少、親会社株主に帰属する当期純利益は4,961百万円となり、

前連結会計年度に比べて100百万円（2.1％）の増加となりました。

(2) 設備投資等の状況

　当連結会計年度の設備投資額は5,203百万円となりました。

　その地域別内訳は、日本並びに全社（共通）で3,940百万円、アジアで908

百万円、北米で353百万円であります。

　日本では、バックミラー製造拠点において、主に生産性向上のための合理

化改善、並びに品質管理、新製品対応の生産準備等の設備投資を実施いたし

ました。なお、株式会社村上開明堂九州において生産数量拡大に備え、工場

を拡張いたしました。海外では、主に生産数量拡大と生産性向上のための設

備投資を実施いたしました。

(3) 資金調達の状況

　該当事項はありません。
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(4) 対処すべき課題

　当社グループは、主力製品である自動車用バックミラー製造を中心とした

ミラーシステム事業と光学薄膜部品の製造を中心としたオプトロニクス事業

をグローバルに展開しております。経営理念である「人の役に立つ企業とな

る」に基づき、事業を通じて、顧客・ユーザーの満足を得られる高品質・高

付加価値で価格競争力のある商品を提供し、産業の発展に寄与することを経

営の基本方針としております。

　また、株主、顧客、取引先、社員を含む社会に貢献し、あわせて環境問題

にも取り組み、企業としての社会的責任を果たしてまいります。

　今後の見通しにつきましては、長期化する米中通商問題や英国のEU離脱問

題に加え、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、わが国を含む世界各

国の経済は、急激に落ち込んだ景気停滞の長期化が予想されます。自動車業

界におきましても、生産台数の大幅な減少や消費者の購買意欲の低下が懸念

されます。

　このような厳しい状況の中で、当社グループは、喫緊の課題として新型コ

ロナウイルス感染拡大防止策に取り組み、従業員とその家族の安全・健康を

最優先とした上で、雇用の維持、サプライチェーンの確保など事業継続に向

けた取り組みを引き続き推進してまいります。

　中期的にはグローバル市場での事業拡大に向けた受注活動の強化、海外生

産拠点の拡充や世界最適調達・最適生産を推進してまいります。更に設計技

術力、生産技術力、研究開発力を一層強化し、自動車用安全視認システムの

トップメーカーとしてお客様のニーズを先取りした高品質・高付加価値製品

の開発や革新的なもの作りに努め、持続的成長を図ってまいります。

　海外生産拠点では、中国３番目のバックミラー生産拠点「天津村上汽車配

件有限公司」が2019年９月より稼働を開始しております。インドの生産拠点

「MURAKAMI MANUFACTURING INDIA PRIVATE LTD.」では2019年12月よりバック

ミラー構成部品の生産を開始いたしました。ドイツの営業拠点「Murakami 

Germany GmbH」では、引き続き欧州での顧客基盤の構築、先進技術や市場ト

レンドの情報収集に努め、製品開発に活かすとともに、今後需要が見込まれ

る地域への対応も視野に活動してまいります。

　組織面では、2020年４月より新製品開発の早期具現化を目的として、開発

部門を車載製品開発と非車載製品開発に分離独立し、商品企画・マーケティ

ング部隊を営業本部傘下に編入する組織変更を行いました。

　また、「監査室」を「グローバル監査室」に名称変更し、監査責任者を統

括取締役とすることで、事業のグローバル化が進展する中での国内外グルー

プ会社への内部監査体制を強化しております。
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　なお、2021年３月期の連結業績予想につきましては、今般の新型コロナウ

イルスの世界的な感染拡大による自動車産業への深刻な影響により、現在、

算定を行うことが困難なことから開示しておりません。算定が可能となった

時点で開示する予定であります。

  株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援を賜わりますよう、

お願い申しあげます。
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(5) 財産及び損益の状況の推移

項 目
2017年３月期
（第　74　期）

2018年３月期
（第　75　期）

2019年３月期
（第　76　期）

2020年３月期
（第　77　期）

百万円 百万円 百万円 百万円
売 上 高 69,906 72,229 73,732 77,668

百万円 百万円 百万円 百万円
経 常 利 益 7,567 8,489 7,688 7,639

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円 百万円
5,020 5,262 4,860 4,961

１株当たり当期純利益 389.45円 408.85円 377.71円 388.48円

百万円 百万円 百万円 百万円
総 資 産 70,325 75,378 78,298 80,427

百万円 百万円 百万円 百万円
純 資 産 53,264 58,545 61,169 65,188

１株当たり純資産額 3,916.78円 4,324.94円 4,574.04円 4,900.37円
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(6) 重要な親会社及び子会社の状況

①親会社の状況

　該当事項はありません。

②重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当社の

議決権比率
主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 村 上 開 明 堂 九 州
百万円 ％

バックミラー製造及び販売250 100.0

株 式 会 社 村 上 開 明 堂 化 成 20 100.0 樹 脂 製 品 卸 販 売

株 式 会 社 エ イ ジ ー 10 100.0 バックミラー製造及び販売

株 式 会 社 村 上 エ キ ス プ レ ス 10 100.0 一般貨物自動車運送事業

Murakami Manufacturing U.S.A.Inc.
百万米ドル

バックミラー製造及び販売40 100.0

Murakami Manufacturing Mexico,S.A. de C.V.
百万ペソ

バックミラー製造及び販売532 100.0

嘉 興 村 上 汽 車 配 件 有 限 公 司
百万米ドル

バックミラー製造及び販売24 100.0

Murakami Manufacturing(Thailand)Co.,Ltd.
百万バーツ

バックミラー製造及び販売180 100.0

MURAKAMI AMPAS(THAILAND)CO.,LTD.
百万バーツ

バックミラー製造及び販売100 51.0

M u r a k a m i  M o l d  E n g i n e e r i n g  
( T h a i l a n d ) C o . , L t d .

百万バーツ

金 型 製 造 及 び 販 売39 100.0

Murakami Corporation (Thailand) Ltd.
百万バーツ

バ ッ ク ミ ラ ー 設 計 ・
生 産 準 備 の 請 負 業 務20 100.0

PT.Murakami Delloyd Indonesia
百万ルピア

バックミラー製造及び販売216,053 72.3

（注）当連結会計年度において重要性が増したため、Murakami Corporation（Thailand） Ltd.を

追記いたしました。
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(7) 主要な事業内容（2020年３月31日現在）

地 域 区 分 事 業 内 容

日 本 自動車用バックミラー、ファインガラスの製造及び販売

ア ジ ア 自動車用バックミラー、ファインガラスの製造及び販売

北 米 自動車用バックミラーの製造及び販売

(8) 主要な営業所及び工場（2020年３月31日現在）

①当社

名 称 所 在 地

本 社 静 岡 県 静 岡 市

事務所 東 京 事 務 所 東 京 都 千 代 田 区

工 場

藤 枝 工 場 静 岡 県 藤 枝 市

大 井 川 工 場 静 岡 県 藤 枝 市

築 地 工 場 静 岡 県 藤 枝 市

②子会社

名 称 所 在 地

国 内

株 式 会 社 村 上 開 明 堂 九 州 福 岡 県 朝 倉 市

株 式 会 社 村 上 開 明 堂 化 成 東 京 都 千 代 田 区

株 式 会 社 エ イ ジ ー 静 岡 県 藤 枝 市

株 式 会 社 村 上 エ キ ス プ レ ス 静 岡 県 焼 津 市

海 外

Murakami Manufacturing U.S.A.Inc. K e n t u c k y  U . S . A .

Murakami Manufacturing Mexico,S.A. de C.V. Z a c a t e c a s  M e x i c o

嘉 興 村 上 汽 車 配 件 有 限 公 司 中華人民共和国浙江省

Murakami Manufacturing(Thailand)Co.,Ltd. Ayutthaya Thailand

MURAKAMI AMPAS(THAILAND)CO.,LTD. Samutprakarn Thailand

M u r a k a m i  M o l d  E n g i n e e r i n g
( T h a i l a n d ) C o . , L t d .

Samutprakarn Thailand

Murakami Corporation (Thailand) Ltd. B a n g k o k  T h a i l a n d

PT.Murakami Delloyd Indonesia West Java Indonesia
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(9) 従業員の状況（2020年３月31日現在）

区 　 分 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

日 本
名 名

1,061 +27

ア ジ ア
名 名

1,410 +82

北 米
名 名

644 +103

全 社 （ 共 通 ）
名 名

68 +22

合 　 計
名 名

3,183 +234

（注）1． 従業員数は就業人数（当企業集団から外部への出向者を除き、外部から当企業集団へ

の出向者を含む）を記載しております。

　　　2． 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定の地域に区分できない管理部門

に所属しているものであります。

3． 当社グループの非連結子会社の従業員数12名（全社）及び13名（アジア）は上記表に

含まれておりません。

(10) 主要な借入先（2020年３月31日現在）

借 入 先 期末借入金残高

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行
百万円

500

株 式 会 社 静 岡 銀 行 400

ス ル ガ 銀 行 株 式 会 社 200

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 200

株 式 会 社 清 水 銀 行 200

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 100

(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（2020年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 29,900,000株

(2) 発行済株式の総数 13,100,000株（うち自己株式329,303株）

(3) 株主数 1,078名

(4) 大株主

株 主 名
当社への出資状況

持株数 出資比率

千株 ％

株 式 会 社 豊 英 社 1,860 14.5

村 上 太 郎 1,424 11.1

ビ ー ビ ー エ イ チ 　 フ オ ー 　 フ イ デ リ テ イ 　 ロ ー
プ ラ イ ス ド 　 ス ト ツ ク 　 フ ア ン ド （ プ リ ン シ パ ル
オ ー ル 　 セ ク タ ー 　 サ ブ ポ ー ト フ オ リ オ ）

811 6.3

Ａ Ｇ Ｃ 株 式 会 社 739 5.7

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 624 4.8

株 式 会 社 中 島 屋 ホ テ ル ズ 460 3.6

株 式 会 社 静 岡 銀 行 459 3.5

バ ン ク 　 オ ブ 　 ニ ユ ー ヨ ー ク 　 ジ ー シ ー エ ム
クライアント　アカウント　ジエイピーアールデイ
ア イ エ ス ジ ー 　 エ フ イ ー ― エ イ シ ー

410 3.2

東 京 中 小 企 業 投 資 育 成 株 式 会 社 402 3.1

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 347 2.7

（注）出資比率は、自己株式329,303株を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

　　該当事項はありません。
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３．会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の状況（2020年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役
取 締 役 社 長

村 上 太 郎

専 務 取 締 役 奥 野 雅 治

事業部統括
兼開発センター統括
兼海外プロジェクト統括
兼営業本部統括

専 務 取 締 役 望 月 義 人 経営企画本部長
兼海外プロジェクト担当

常 務 取 締 役 沖 本 美 敏
ミラーシステム事業部長
兼技術部統括
兼防災安全環境部担当

取 締 役 長谷川     猛 管理本部長
兼管理本部経理部長

取 締 役 Michael Rodenberg
Murakami Manufacturing U.S.A.Inc. C.E.O.
兼北米・南米統括

取 締 役 杉 澤 達 弥
情報システム部長
兼Murakami Corporation(Thailand)Ltd.取締役社長
兼ＡＳＥＡＮ統括

取 締 役 岩 崎 清 悟
静岡ガス株式会社特別顧問
スター精密株式会社社外取締役
東芝機械株式会社社外取締役

取 締 役 力 石 晃 一 日本郵船株式会社アドバイザー
富士石油株式会社社外監査役

監査役(常勤) 増 井 邦 夫

監 査 役 齋 藤 安 彦
追手町法律事務所所長弁護士
株式会社ＡＦＣ－ＨＤアムスライフサイエンス社外監査役
静岡鉄道株式会社社外監査役

監 査 役 櫻 井 　 透

（注）1.　取締役　岩崎清悟、力石晃一の各氏は、社外取締役であります。

2.　監査役　齋藤安彦、櫻井透の各氏は、社外監査役であります。

3.　取締役　岩崎清悟、力石晃一、監査役　齋藤安彦、櫻井透の各氏は、株式会社東京証

券取引所の定めに基づく独立役員であります。

4.　監査役　齋藤安彦氏は、当社の顧問弁護士であります。

5.　監査役　櫻井透氏は、金融機関において役員を歴任するなど、財務及び会計に関する

相当程度の知見を有しております。

6.　取締役　力石晃一氏は、2019年６月27日開催の第76期定時株主総会において新たに選

任され、就任いたしました。

7.　監査役　石橋三洋氏は、2019年６月27日付で任期満了により退任いたしました。

8.　取締役　岩崎清悟氏の兼職先であります東芝機械株式会社は、2020年４月１日付にて

芝浦機械株式会社に社名変更を行っております。

－ 12 －



9.　2020年４月１日付で、以下のとおり、取締役の担当及び重要な兼職の状況を変更して

おります。

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

専 務 取 締 役 奥 野 雅 治
社長補佐
兼品質保証本部長

専 務 取 締 役 望 月 義 人
社長補佐
兼グローバル監査室統括

常 務 取 締 役 沖 本 美 敏

ミラーシステム事業部長
兼事業部統括
兼生産技術部統括
兼防災安全環境部担当

取 締 役 長谷川     猛
経営企画本部長
兼経理部長

取 締 役 杉 澤 達 弥

管理本部長
兼管理本部情報システム部長
兼Murakami Corporation(Thailand)Ltd.取締役社長
兼ＡＳＥＡＮ統括
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(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外取締役、各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低責任限度額であ

ります。

(3) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支 給 人 数 当事業年度に係る報酬等の額

取 締 役 ９名 269百万円

監 査 役 ４名 35百万円

（注）1.　取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

2.　取締役の報酬限度額は、2007年６月28日開催の第64期定時株主総会決議において年額

350百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議いた

だいております。

3.　監査役の報酬限度額は、2007年６月28日開催の第64期定時株主総会決議において年額

80百万円以内と決議いただいております。

4.　上記のうち社外取締役に対する当事業年度に係る報酬等の総額は、８百万円（２名）

です。

5.　上記のうち社外監査役に対する当事業年度に係る報酬等の総額は、11百万円（３名）

です。

6.　上記には、当事業年度に費用計上した役員賞与引当金の繰入額23百万円（取締役21百

万円、監査役２百万円）を含んでおります。

7.　上記には、当事業年度に費用計上した役員退職慰労引当金の繰入額41百万円（取締役

38百万円、監査役２百万円）を含んでおります。

8.　上記の他、2019年６月27日開催の第76期定時株主総会の決議に基づき、取締役１名に

対し500百万円の退職慰労金及び500百万円の功労金を支払っており、また監査役１名

に対し１百万円の退職慰労金を支払っております。

　　（この金額には、第76期事業報告において記載、上表及び過年度の事業報告において

役員の報酬等の総額に計上した役員退職慰労引当金1,001百万円が含まれておりま

す。）
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(4) 社外役員に関する事項

①重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

　取締役　岩崎清悟氏は、静岡ガス株式会社の特別顧問であり、スター精密

株式会社及び東芝機械株式会社の社外取締役であります。なお、各兼職先と

当社との間には特別の関係はありません。また、東芝機械株式会社は2020年

４月１日付にて芝浦機械株式会社に社名変更を行っております。

　取締役　力石晃一氏は、日本郵船株式会社のアドバイザーであり、富士石

油株式会社の社外監査役であります。なお、各兼職先と当社との間には特別

の関係はありません。

　監査役　齋藤安彦氏は、追手町法律事務所所長弁護士であり、株式会社Ａ

ＦＣ－ＨＤアムスライフサイエンスの社外監査役、静岡鉄道株式会社の社外

監査役であります。なお、追手町法律事務所は当社の取引事務所であります。

株式会社ＡＦＣ－ＨＤアムスライフサイエンス及び静岡鉄道株式会社と当社

との間には特別の関係はありません。

②当事業年度における主な活動状況

区　分 氏　　名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 岩 崎 清 悟

当事業年度開催の取締役会12回のうち全てに出

席し、豊富な企業経営判断の経験・知見に基づ

いた発言を行っております。

取 締 役 力 石 晃 一

2019年６月27日就任以降、当事業年度開催の取

締役会10回のうち全てに出席し、豊富な企業経

営判断の経験・知見に基づいた発言を行ってお

ります。

監 査 役 齋 藤 安 彦

当事業年度開催の取締役会12回のうち全てに出

席し、また当事業年度開催の監査役会12回のう

ち全てに出席し、弁護士としてその豊富な専門

知識からの発言を行っております。

監 査 役 櫻 井 　 透

当事業年度開催の取締役会12回のうち全てに出

席し、また当事業年度開催の監査役会12回のう

ち全てに出席し、豊富な企業経営判断の経験・

知見に基づいた発言を行っております。

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第25条の規定に基づき、取

締役会決議があったものとみなす書面決議が１回ありました。
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４．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称　　　EY新日本有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る監査証明業務に基づく報酬等の額 36百万円

当事業年度に係る非監査業務に基づく報酬等の額 －百万円

当社及び当社子会社が当社の会計監査人へ支払うべき
金銭その他の財産上の利益の合計額

36百万円

（注）1.　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業

年度に係る監査証明業務に基づく報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2.　当社の重要な子会社のうち、海外子会社は、当社の会計監査人以外の公認会計士また

は監査法人の監査を受けております。

3.　監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積り

の算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査

人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に

関する議案の内容を決定いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に

該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解

任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集

される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いた

します。
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５．業務の適正を確保するための体制

(1) 当社及び子会社の取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制

①　「村上開明堂グループ企業行動憲章」「村上開明堂コンプライアンスポ

リシー」「村上開明堂コンプライアンス行動規準」を取締役・使用人に周

知徹底させ、必要な教育を実施する。

②　社長を委員長とするコンプライアンス委員会において、コンプライアン

ス上の重要な問題を審議する。

③　監査室は、コンプライアンスの状況を監査し、定期的に取締役及び監査

役に報告する。

④　法令上疑義のある行為等について、使用人が直接情報提供を行う手段と

して内部通報制度を整備する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

　取締役の職務の執行に係る情報として、取締役会議資料、経営会議資料及

び各議事録、稟議書等の書類について「文書管理規程」に基づき、保存及び

管理を行う。

(3) 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　リスク管理に関する規程に従い、リスク管理を徹底するために各部署に

必要な諸規程や教育・訓練制度、通報制度等の体制を整備する。

②　不測の事態が発生した場合は、「経営危機管理規程」に従い直ちに対策

本部を設置し全社横断的な対応を実施する。

(4) 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する

ための体制

①　取締役会は、取締役会が定める業務分掌規程に基づき、執行役員等より

の報告を踏まえ、各取締役の職務の執行が効率的に行われる体制を整備す

る。

②　取締役会は、中期経営計画及び年度計画を策定し、会社として達成すべ

き目標を明確化するとともに事業部ごとの業績目標を明確にし、その進捗

状況を定期的に取締役会で報告させる。

③　重要な経営課題の審議及び意思決定を行う「経営会議」を設け業務執行

の迅速化を図る。
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(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

①　当社グループの企業集団としての業務の適正性を確保するため「関係会

社管理規程」を整備し子会社からの報告体制等を定める。

②　取締役は子会社において、法令違反その他コンプライアンスに関する重

要な事項を発見した場合には、当社の監査役に報告する。

③　子会社が経営管理の法令に違反した場合、または、コンプライアンス上

問題があると認めた場合には、子会社の取締役は、当社総務人事部長並び

に監査役に報告する。

④　グループ内取引は法令・会計原則・税務その他社会規範に照らし適切な

ものとし、公平性を保持する。

⑤　監査室は、当社及び当社グループにおける内部監査を実施し、企業グル

ープ全般にわたる内部統制の有効性と妥当性を確保する。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する体制並びにその使用人の取締役からの独立性及び監査役

の指示の実効性に関する事項

①　監査役から監査役の職務を補助する使用人を置くことを求められた場合

には、監査役と協議のうえ、合理的な範囲で配置する。

　当該使用人の任命、異動等人事権に係る事項の決定には、監査役の事前

の同意を得ることにより、取締役からの独立性を確保する。

②　当該使用人は監査役の指示に基づきその業務を行う。また、当該使用人

の人事考課、異動、懲戒等については、事前に監査役の承諾を得て行う。

(7) 当社及び子会社の取締役及び使用人等が当社の監査役に報告するための体

制及びその他の監査役への報告に関する体制並びに当該報告をしたことを

理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

①　監査役は、業務執行上の意思決定に関する重要な会議に出席することが

できる。

②　取締役及び使用人等は、法定の事項に加え、当社及び当社グループに重

大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、内部通報制度による通報状

況及びその内容を、すみやかに当社の監査役に対して報告する。

③　当社の監査役への報告を行った当社及び子会社の取締役及び使用人に対

し、当該報告をしたことを理由として解雇したり人事異動や評価等につい

て不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社及び子会社の取締役及

び使用人に周知徹底する。
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(8) 監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　当社の監査役から、その職務の執行について生ずる費用等の請求があった

場合には、当該費用等が監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合

を除き、これに応じる。

(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役会と代表取締役との間の定期的な意見交換会を設定するものとし、

会計監査人と適宜協議する。

(10) 財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社は、信頼性のある財務報告を重視し、決算財務報告の基本方針に基づ

き、適正な財務情報を開示し、透明かつ健全な企業経営を実践する。

(11) 反社会的勢力排除に向けた体制

①　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　当社は、「村上開明堂グループ企業行動憲章」において、市民社会の秩

序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは、断固とした姿勢で対

決し、関係遮断を徹底いたします。

②　反社会的勢力排除に向けた整備状況

　当社は、「コンプライアンスポリシー」及び「コンプライアンス行動規

準」において反社会的勢力に対する行動指針を示し、役員・使用人への周

知徹底を行っております。社内体制といたしましては、総務人事部を対応

総括部署として、平時より顧問弁護士、企業防衛対策協議会、静岡県警察

本部等の外部機関と連携し、反社会的勢力に関する情報の収集、不当請求

防止に関する指導を受けております。

(12) 上記業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社は、取締役会において決議された「内部統制基本方針」に基づき、内

部統制システムを整備し運用しております。上記各体制の整備及び運用状況

については継続的に調査し、取締役会へ報告するとともに、調査の結果を踏

まえて、より適切な内部統制システムの構築に努めております。

①　コンプライアンス体制

　コンプライアンスの推進を図るべく、「コンプライアンス委員会規程」に基

づきコンプライアンス委員会を原則年１回開催し、法令順守について審議して

おります。当該委員会では、コンプライアンスの推進に関する方針の決定を行

っており、必要な情報を当社取締役会に報告しております。また、社外を含む

通報窓口を設置し、潜在的なリスクの収集に努めております。
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②　リスク管理体制

　「経営危機管理規程」の定めに基づき不測の事態が発生した場合は、対

策本部を設置し、リスクの識別、分析を行っております。また、「機密管

理規程」の定めに基づき、重要機密エリアの設定と重要管理情報の不正使

用や外部漏洩を防止し、情報セキュリティー強化のため、「情報セキュリ

ティーポリシー」の定めに基づきネットワークの社内網整備や情報保存媒

体の使用制限を設ける等、情報漏洩リスクの軽減に努めております。

③　財務報告体制

　財務報告の業務の適正を確保するための体制について、体制の整備当初

から、内部統制システムの整備及び運用状況について継続的に調査を実施

しており、取締役会にその内容を報告しております。また、調査の結果判

明した問題点につきましては、是正措置を行い、より適切な内部統制シス

テムの構築・運用に努めております。さらに会計監査人は代表取締役社長

と定期的に意見交換を行っております。

④　職務執行体制

ア　取締役の職務として、当事業年度において取締役会を12回開催し、法

令、定款及び取締役会規程の定めに基づき経営上重要な事項の決定及

び業務執行の監督を行っております。

イ　監査役の職務として、当事業年度において監査役会を12回開催し、取

締役会付議事項の事前審議、重要な経営事項の審議や重要な業務推進

上の報告等を行っております。

⑤　業務監査体制

　業務監査部門として、代表取締役直属の組織である監査室を設置し、当

社及び関係子会社の業務について監査を実施しております。業務監査の結

果は、代表取締役社長及び常勤監査役に報告し、必要に応じて当該部門の

責任者に対し、改善指示や提案等の措置を取るとともに、改善状況を確認

するためにフォロー監査を実施しております。

⑥　監査役会体制

　監査役会は、代表取締役社長と定期的に意見交換を行っております。ま

た、会計監査人と適宜協議をしております。
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６．株式会社の支配に関する基本方針

　当社の株式の大量取得を目的とする買付に対しましては、当該買付者の事業

内容及び将来の事業計画並びに過去の投資行動等から、当該買付行為または買

収提案が当社の企業価値及び株主共同の利益に与える影響を慎重に検討し、判

断する必要があるものと認識しております。

　現在のところ、当社株式の大量買付に係る具体的な脅威が生じているわけで

はなく、また当社としても、そのような買収者が出現した場合の具体的な取組

みを予め定めるものではありませんが、当社としては株主・投資家から付託さ

れた当然の責務として、当社の株式取引や移動の状況を常に注視し、当社株式

を大量に取得しようとする者が出現した場合には、直ちに当社として最も適切

と考えられる措置を講じます。

　具体的には、社外の専門家を交えて当該買収提案の評価や株式取得者との交

渉を行い、当該買収提案が当社の企業価値及び株主共同の利益に資さない場合

には、具体的な対抗措置の要否及びその内容等をすみやかに決定し、対抗措置

を実行する体制を整えます。

　なお、買収防衛策の導入につきましても、重要な経営課題の一つとして、買

収行為を巡る法制度や関係当局の判断・見解、世間の動向等を注視しながら、

今後も継続して検討を行ってまいります。
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連 結 貸 借 対 照 表

（2020年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

　 電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

投 資 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

退職給付に係る資産

そ の 他

46,283

28,734

10,183

1,384

853

711

2,779

1,643

△6

34,143

25,878

10,490

6,587

2,037

5,707

13

1,042

1,650

814

836

6,614

4,266

1,383

311

236

416

（負債の部）

流 動 負 債 12,623

支払手形及び買掛金 6,289

電 子 記 録 債 務 1,766

リ ー ス 債 務 1

未 払 法 人 税 等 400

製 品 保 証 引 当 金 221

賞 与 引 当 金 940

役 員 賞 与 引 当 金 23

そ の 他 2,979

固 定 負 債 2,615

長 期 借 入 金 1,600

リ ー ス 債 務 0

退職給付に係る負債 532

役員退職慰労引当金 367

資 産 除 去 債 務 49

そ の 他 65

負 債 合 計 15,239

（純資産の部）

株 主 資 本 61,619

資 本 金 3,165

資 本 剰 余 金 3,426

利 益 剰 余 金 55,514

自 己 株 式 △486

その他の包括利益累計額 961

その他有価証券評価差額金 915

為替換算調整勘定 155

退職給付に係る調整
累 計 額

△110

非支配株主持分 2,607

純 資 産 合 計 65,188

資 産 合 計 80,427 負 債 純 資 産 合 計 80,427

（注）表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(2019年４月１日から
2020年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 77,668

売 上 原 価 63,588

売 上 総 利 益 14,079

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,053

営 業 利 益 7,025

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 285

受 取 地 代 家 賃 137

そ の 他 347 770

営 業 外 費 用

支 払 利 息 16

賃 貸 費 用 38

そ の 他 102 156

経 常 利 益 7,639

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 120

投 資 有 価 証 券 売 却 益 9 129

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 119

投 資 有 価 証 券 評 価 損 5 125

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 7,643

法人税、住民税及び事業税 1,639

法 人 税 等 調 整 額 454 2,094

当 期 純 利 益 5,549

非支配株主に帰属する当期純利益 588

親会社株主に帰属する当期純利益 4,961

（注）表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(2019年４月１日から
2020年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

期 首 残 高 3,165 3,426 51,021 △486 57,127

会計方針の変更による累
積 的 影 響 額

109 109

会計方針の変更を反映し
た 期 首 残 高

3,165 3,426 51,131 △486 57,236

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △612 △612

親会社株主に帰属
する当期純利益

4,961 4,961

自己株式の取得 △0 △0

連結範囲の変動 34 34

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

－

連結会計年度中の変動額合計 － － 4,383 △0 4,382

期 末 残 高 3,165 3,426 55,514 △486 61,619

（単位：百万円）

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非 支 配
株主持分

純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金

為替換算

調整勘定

退職給付に

係 る 調 整

累 計 額

そ の 他 の

包 括 利 益

累計額合計

期 首 残 高 1,283 6 △3 1,286 2,755 61,169

会計方針の変更による累
積 的 影 響 額

109

会計方針の変更を反映し
た 期 首 残 高

1,283 6 △3 1,286 2,755 61,279

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － △612

親会社株主に帰属
する当期純利益

－ 4,961

自己株式の取得 － △0

連結範囲の変動 － 34

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

△368 149 △106 △325 △148 △473

連結会計年度中の変動額合計 △368 149 △106 △325 △148 3,908

期 末 残 高 915 155 △110 961 2,607 65,188

（注）表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

1.　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　　　12社……㈱エイジー、㈱村上開明堂九州、㈱村上開明堂化

成、㈱村上エキスプレス、

Murakami Manufacturing U.S.A.Inc.、

Murakami Manufacturing Mexico, S.A. de C.V.、

MURAKAMI AMPAS(THAILAND)CO.,LTD.、

Murakami Manufacturing(Thailand)Co.,Ltd.、

Murakami Corporation (Thailand) Ltd.、

Murakami Mold Engineering(Thailand)Co.,Ltd.、

PT.Murakami Delloyd Indonesia、

嘉興村上汽車配件有限公司

(2) 非連結子会社　　　　　　………㈱村上開明堂ビジネスサービス、

MURAKAMI MANUFACTURING INDIA PRIVATE LTD.、

佛山村上汽車配件有限公司、

天津村上汽車配件有限公司、

Murakami Germany GmbH、

Murakami Manufacturing Hungary Kft.

　上記連結子会社のうち、前連結会計年度において、非連結子会社でありました

Murakami Corporation (Thailand) Ltd.は、重要性が増したため、当連結会計年度

より連結の範囲に含めております。

　非連結子会社は当連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないた

め、連結の範囲から除外しております。

2.　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社の数　0社

(2) 持分法を適用しない非連結子会社  　……㈱村上開明堂ビジネスサービス、

MURAKAMI MANUFACTURING INDIA PRIVATE LTD.、

佛山村上汽車配件有限公司、

天津村上汽車配件有限公司、

Murakami Germany GmbH、

Murakami Manufacturing Hungary Kft.

　持分法を適用しない非連結子会社は当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であるため持分法の適用から除外しております。

3.　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社12社の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成に当たっては、同

決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、１月１日から連結決算日３月31日ま

での期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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4.　会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの…………………………………連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

時価のないもの…………………………………移動平均法による原価法

②たな卸資産

商品、製品、仕掛品、原材料、貯蔵品…………主として総平均法による原価法

（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

③デリバティブ取引

時価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産…………………主として定率法

（リース資産を除く）　　　　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）並びに2016年４月1日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については定額法

②無形固定資産…………………定額法

（リース資産を除く）　　　　ソフトウェア（自社利用）については、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法

③リース資産……………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率法によ

り計上しており、貸倒懸念債権及び破産更生債権については、財務内容評価法によ

り計上しております。

②製品保証引当金

　売上製品のクレーム補償費用の支出に備えるため、売上高に対する過去の支出実

績比率を基準とする方法と個別見積り額に基づき計上しております。

③賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、過去の支給実績に基づいて支給見込額のうち

当連結会計年度負担分を計上しております。

④役員賞与引当金

　役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分

を計上しております。

⑤役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規による必要額を計上しております。
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(4) 退職給付に係る負債の計上基準

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（主として10年）による定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

③小規模企業等における簡便法の採用

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付

に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用して

おります。

　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、

純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上し

ております。

(5) 消費税等の処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(6) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益

及び費用は、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しておりま

す。
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（会計方針の変更に関する注記）

　米国会計基準を採用している当社の米国連結子会社において、米国財務会計審議会が公表し

た会計基準の改訂第2014-09号「顧客との契約から生じる収益」（ASC第606号）を当連結会計年

度より適用しております。

　当該会計基準に定める経過的な取扱いに従い、当連結会計年度の期首時点の累積的影響額を

利益剰余金に加減しております。

　この結果、当連結会計年度の期首の利益剰余金が109百万円増加しております。なお、当連結

累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

（連結貸借対照表に関する注記）

1.　有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額
有形固定資産の減価償却累計額 47,242百万円
有形固定資産の減損損失累計額 500百万円

計 47,742百万円
2.　投資不動産の減価償却累計額及び減損損失累計額

投資不動産の減価償却累計額 351百万円
投資不動産の減損損失累計額 0百万円

計 351百万円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

1.　当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数
普通株式 13,100,000株

2.　配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効力発生日

20 1 9年６月27日

定 時 株 主 総 会
普通株式 306百万円 24.00円 2019年３月31日 2019年６月28日

2 0 1 9年1 1月５日

取 締 役 会
普通株式 306百万円 24.00円 2019年９月30日 2019年12月10日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度
となるもの
　2020年６月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項
を次のとおり提案しております。

配当金の総額 306百万円
配当の原資 利益剰余金
１株当たり配当額 24.00円
基準日 2020年３月31日
効力発生日 2020年６月29日
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（金融商品に関する注記）

1.　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達

しております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的

な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスク

を回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒さ

れております。また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為

替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建ての買掛金の残高の範囲内にあ

るものを除き、当社は原則として外貨建て借入の実行により減殺しております。

　なお、連結子会社が海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為

替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建ての買掛金の残高の範囲内にあ

るものを除き、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。

　投資有価証券には、市場価格の変動リスクに晒されているものもありますが、主

に、業務上の関係を有する企業の株式であります。

　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのほとんどが３ヶ月以

内の支払期日であります。一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒

されておりますが、同じ外貨建ての売掛金の残高の範囲内にあるものを除き先物為

替予約を利用してヘッジしております。

　借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る

資金調達を目的としたものであります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒さ

れておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしてお

ります。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対する

ヘッジを目的とした先物為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対す

るヘッジを目的とした金利スワップ取引であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、販売管理規程等に従い、営業債権及び長期貸付金について、各事業部門

における管理部署が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごと

に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把

握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の販売管理規程等に準じ

て、同様の管理を行っております。

　デリバティブ取引については取引先を高格付を有する金融機関に限定しているた

め信用リスクはほとんどないと認識しております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、外貨建ての営業債権について、通貨別月別に把握された為替の変動リス

クを、原則として、外貨建て借入の実行により減殺しております。また、当社は、

借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用し

ております。
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　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引企業）の財務状況等を把

握し、また、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直してお

ります。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた

管理規程に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っております。

　なお、連結子会社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握され

た変動リスクに対して、原則として先物為替予約の利用によりヘッジしております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作

成・更新するとともに、手元流動性の維持等により流動性リスクを管理しておりま

す。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。また、注記事項「デリバティブ取引」

におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバテ

ィブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

2.　金融商品の時価等に関する事項

　2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について重要な

ものは、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるも

のは含まれておりません（（注）2.参照）。

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円) 差額（百万円)

(1) 現金及び預金 28,734 28,734 －

(2) 受取手形及び売掛金 10,183

(3) 電子記録債権 1,384

　　貸倒引当金（※1） △6

11,561 11,561 －

(4) 投資有価証券

　　その他有価証券 2,483 2,483 －

資産計 42,779 42,779 －

(1) 支払手形及び買掛金 6,289 6,289 －

(2) 電子記録債務 1,766 1,766 －

(3) 短期借入金 － － －

(4) 未払法人税等 400 400 －

(5) 長期借入金
（１年内返済予定を含む）

1,600 1,602 2

負債計 10,057 10,059 2

デリバティブ取引 － － －

（※1） 受取手形及び売掛金、電子記録債権に対して計上している貸倒引当金を控除しており

ます。
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（注）1.　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、(3)電子記録債権

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。

(4)投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。

負　債

(1)支払手形及び買掛金、(2)電子記録債務、(3)短期借入金、(4)未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。

(5)長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計を、同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しております。変動金利による長期借入

金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記デリバティブ取引参照）、

当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様に借入を行っ

た場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっ

ております。

デリバティブ取引

　ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額または契約において定められ

た元本相当額は以下のとおりです。

①ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連

　該当事項はありません。

②ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

　該当事項はありません。

2.　時価を把握することが困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式（関係会社） 1,657

非上場株式（その他有価証券） 126

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから、「(4) 投資有価証券」には含めておりません。

3.　金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

区分
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

預金 28,717 － － －

受取手形及び売掛金 10,183 － － －

電子記録債権 1,384 － － －

合計 40,285 － － －

4.　長期借入金の連結決算日後の返済予定額

区分
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内

（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

長期借入金 － 1,600 － －

合計 － 1,600 － －
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（賃貸等不動産に関する注記）

　当社グループでは、静岡市その他の地域において、賃貸用ビル、倉庫（土地を含む。）を有し

ております。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は98百万円（賃貸収益

は営業外収益に、主な賃貸費用は営業外費用に計上）であります。

　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のと

おりであります。

連結貸借対照表計上額（百万円）
当連結会計年度末の時価

（百万円）当連結会計年度
期首残高

当連結会計年度
増減額

当連結会計年度末
残高

1,386 △3 1,383 2,202

（注）1.　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除

した金額であります。

2.　当連結会計年度の期中増減額のうち、主な減少額は、減価償却費３百万円でありま

す。

3.　当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動

産鑑定評価書に基づく金額、その他の物件については、一定の評価額や適切に市場

価格を反映していると考えられる指標等を用いて調整した金額によっております。

（１株当たり情報に関する注記）

1.　１株当たり純資産額 4,900.37円

2.　１株当たり当期純利益 388.48円

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表

（2020年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

　 電 子 記 録 債 権

製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

短 期 貸 付 金
1年内回収予定の長期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

長 期 貸 付 金

投 資 不 動 産

保 険 積 立 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

27,363

16,246

1

6,255

1,376

475

59

1,078

99

326

1,297

110

38

△1

29,812

11,835

3,605

132

2,173

57

1,339

4,130

2

394

788

770

18

17,187

2,609

7,978

97

2,457

1,290

1,731

79

492

452

（負債の部）
流 動 負 債 7,959

支 払 手 形 10
買 掛 金 3,342
電 子 記 録 債 務 1,766
リ ー ス 債 務 1
未 払 金 720
未 払 消 費 税 等 167
未 払 費 用 601
預 り 金 39
製 品 保 証 引 当 金 136
賞 与 引 当 金 779
役 員 賞 与 引 当 金 23
設 備 関 係 支 払 手 形 49
設備関係電子記録債務 312
そ の 他 7

固 定 負 債 2,147
長 期 借 入 金 1,600
リ ー ス 債 務 0
退 職 給 付 引 当 金 77
役員退職慰労引当金 367
資 産 除 去 債 務 49
そ の 他 52

負 債 合 計 10,106

（純資産の部）
株 主 資 本 46,153
資 本 金 3,165
資 本 剰 余 金 3,528
資 本 準 備 金 3,528

利 益 剰 余 金 39,946
利 益 準 備 金 202
その他利益剰余金 39,743

固定資産圧縮積立金 40
別 途 積 立 金 10,050
繰 越 利 益 剰 余 金 29,653

自 己 株 式 △486
評価・換算差額等 915

その他有価証券評価差額金 915

純 資 産 合 計 47,068

資 産 合 計 57,175 負 債 純 資 産 合 計 57,175

（注）表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(2019年４月１日から
2020年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 46,565

売 上 原 価 39,647

売 上 総 利 益 6,918

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,168

営 業 利 益 1,750

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,702

受 取 地 代 家 賃 158

そ の 他 1,088 2,949

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2

賃 貸 費 用 50

そ の 他 36 90

経 常 利 益 4,609

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 6

投 資 有 価 証 券 売 却 益 9 15

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 64

投 資 有 価 証 券 評 価 損 5 70

税 引 前 当 期 純 利 益 4,554

法人税、住民税及び事業税 731

法 人 税 等 調 整 額 245 976

当 期 純 利 益 3,577

（注）表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2019年４月１日から
2020年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金
そ の 他 利 益 剰 余 金

利益剰余金
合 計固 定 資 産

圧縮積立金
別途積立金

繰 越 利 益
剰 余 金

期 首 残 高 3,165 3,528 3,528 202 40 10,050 26,688 36,981

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － △612 △612

当 期 純 利 益 － 3,577 3,577

自己株式の取得 － －

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

－ －

事業年度中の変動額合計 － － － － － － 2,964 2,964

期 末 残 高 3,165 3,528 3,528 202 40 10,050 29,653 39,946

（単位：百万円）

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

期 首 残 高 △486 43,188 1,283 1,283 44,472

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △612 － △612

当 期 純 利 益 3,577 － 3,577

自己株式の取得 △0 △0 － △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

－ △368 △368 △368

事業年度中の変動額合計 △0 2,964 △368 △368 2,596

期 末 残 高 △486 46,153 915 915 47,068

（注）表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1.　有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 子会社株式及び関連会社株式………………移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの…………………………決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）

時価のないもの…………………………移動平均法による原価法

2.　たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 製品、仕掛品、原材料、貯蔵品……………総平均法による原価法

（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

3.　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産…………………定率法

（リース資産を除く）　　　　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）並びに2016年４月1日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については定額法

(2) 無形固定資産…………………定額法

（リース資産を除く）　　　　ソフトウェア（自社利用）については、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法

(3) リース資産……………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

4.　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率法によ

り計上しており、貸倒懸念債権及び破産更生債権については、財務内容評価法によ

り計上しております。

(2) 製品保証引当金

　売上製品のクレーム補償費用の支出に備えるため、売上高に対する過去の支出実

績比率を基準とする方法と個別見積り額に基づき計上しております。

(3) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、過去の支給実績に基づいて支給見込額のうち

当事業年度負担分を計上しております。

(4) 役員賞与引当金

　役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計

上しております。
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(5) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、期末日における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づいた金額を計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（主として10年）による定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（主として10年）による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理しております。

　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが

連結貸借対照表と異なります。

(6) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規による必要額を計上しております。

5.　消費税等の処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（貸借対照表に関する注記）

1.　関係会社に対する金銭債権債務

短期債権 1,988百万円
長期債権 1,290百万円
短期債務 690百万円

2.　有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額

有形固定資産の減価償却累計額 33,920百万円

有形固定資産の減損損失累計額 71百万円

計 33,992百万円

3.　投資不動産の減価償却累計額及び減損損失累計額

投資不動産の減価償却累計額 351百万円
投資不動産の減損損失累計額 0百万円

計 351百万円

4.　保証債務

銀行借入等に対する保証

<関係会社>
Murakami Mold Engineering(Thailand)Co.,Ltd. 1百万円

計 1百万円

買掛金等に対する保証

<関係会社>

㈱村上開明堂化成 買 掛 金 113百万円

　計 113百万円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

売上高 2,271百万円

仕入高 5,589百万円

販売費及び一般管理費 643百万円

営業取引以外の取引高 2,481百万円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の数に関する事項

自己株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式 329,204株 99株 －株 329,303株

（注）自己株式の株式数の増加は、単元未満株の買取り99株による増加分であります。

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 458百万円

役員退職慰労引当金 111百万円

製品保証引当金 41百万円

減価償却費 45百万円

賞与引当金 271百万円

関係会社株式評価損 1,466百万円

未払事業税等 41百万円

その他 282百万円

繰延税金資産の小計 2,719百万円

評価性引当額 △1,725百万円

繰延税金資産の合計 993百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 385百万円

その他 115百万円

繰延税金負債の合計 501百万円

繰延税金資産の純額 492百万円
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（関連当事者との取引に関する注記）

子会社等

種類 会社等の名称 住 所 資本金
事 業 等
の 内 容

議決権等
の所有割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
事 業 年 度
末 残 高
(百万円)

役員の
兼任等

事業上
の関係

子会社

㈱村上開明堂九州
福 岡 県
朝 倉 市

250
百万円

バックミラー
製造及び販売

100.0 4名
製　品
仕入先

運転資金貸付
(注1、2)

△200 短期貸付金 550

設備資金貸付
(注1)

1,000

1年内

回収予定の

長期貸付金

110

長期貸付金 1,290

M U R A K A M I
AMPAS(THAILAND)CO.,LTD.

Samutprakarn
T h a i l a n d

100
百万バーツ

バックミラー
製造及び販売

51.0 4名
製　品
売上先

受 取 配 当 金
(注3)

884 － －

嘉 興 村 上 汽 車
配 件 有 限 公 司

浙 江 省
嘉 興 市

24
百万米ドル

バックミラー
製造及び販売

100.0 4名
製　品
売上先

受 取 配 当 金
(注3)

313 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）1.　貸付金利は市場金利を勘案し決定しております。

2.　運転資金貸付の取引金額は、当事業年度における純増減額を記載しております。

3.　配当金については、子会社の当期純利益金額等を勘案し、決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

1.　１株当たり純資産額 3,685.66円

2.　１株当たり当期純利益 280.16円

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2020年５月14日

株式会社 村 上 開 明 堂

取　締　役　会　御中

EY新日本有限責任監査法人

静　岡　事　務　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 伊藤　智章 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 角田　大輔 

監査意見

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社村上開明堂の２０１９年４月１日から２０

２０年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主

資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社村上開明堂及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況

を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、

我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としての

その他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し

たと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す

る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること

にある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な

虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対す

る意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、

連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専

門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監

査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる

十分かつ適切な監査証拠を入手する。
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・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、

リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討

する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合

理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証

拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において

連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切

でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監

査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続

できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

ているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書

類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査

証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、

単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内

部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報

告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した

こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するため

にセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以　上
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計算書類等に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2020年５月14日

株式会社 村 上 開 明 堂

取　締　役　会　御中

EY新日本有限責任監査法人

静　岡　事　務　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 伊藤　智章 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 角田　大輔 

監査意見

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社村上開明堂の２０１９年４月１日から

２０２０年３月３１日までの第７７期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動

計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が

国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を

表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類

等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門

家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査

手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分

かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
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・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理

性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に

基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか

どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類

等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、

計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入

手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性が

ある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎と

なる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を

行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセ

ーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第77期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監
査役から監査の方法及び結果の報告を受け、協議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1.　監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受け

るほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

(2)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内
部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下
の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財
産の状況を調査いたしました。また子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情
報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ
の他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法
施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基
づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用状
況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組み並びに会
社法施行規則第118条第５号イの留意した事項及び同号ロの判断及び理由については、取締役会その他に
おける審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲
げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい
る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2.　監査の結果
(1)事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められませ

ん。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム

に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
④　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に

ついては、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号
ロの各取り組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、
かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3)連結計算書類の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2020年５月14日

株式会社 村上開明堂　監査役会

常勤監査役 増 井 邦 夫 

監　査　役 齋 藤 安 彦 

監　査　役 櫻 井 　 透 

 (注) 監査役齋藤安彦及び監査役櫻井透は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。

以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題のひとつとして位

置づけております。利益配分につきましては、安定的な配当の継続を基本と

しながら、当社グループを取り巻く経営環境や業績等を総合的に勘案して、

当期の期末配当につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき24円　　総額　306,496,728円

　なお、当社は中間配当として当社普通株式１株につき24円をお支払い

しておりますので、当期の年間配当金は１株につき48円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2020年６月29日

－ 46 －



第２号議案　定款一部変更の件

１．変更の理由

　当社の事業内容の拡大および今後の事業展開に備えるため、現行定款第

２条（目的）に目的事項の追加を行うものであります。

２．変更の内容

　変更の内容は次のとおりであります。
（下線部分は変更箇所を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案

（目　的） （目　的）

第２条　当会社は、次の事業を営むことを目

的とする。

(1)自動車部品、鏡、光学ガラス、電

気・電子・光学機器部品の製造お

よび販売

(2)ガラス、鏡、住宅設備機器、合成

樹脂、建築材料の加工および販売

(3)建築土木工事の設計、施工および

監理

(4)不動産の賃貸、管理および駐車場

の経営

（新　　設）

(5)前各号に関連する技術指導なら

びに前各号に関連する発明、考

案、デザイン、ノウハウ、技術情

報の開発、売買および供与

(6)損害保険代理業および生命保険

の募集に関する業務

(7)前各号に附帯関連する一切の事

業

第２条　当会社は、次の事業を営むことを目

的とする。

(1)自動車部品、鏡、光学ガラス、電

気・電子・光学機器部品の製造お

よび販売

(2)ガラス、鏡、住宅設備機器、合成

樹脂、建築材料の加工および販売

(3)建築土木工事の設計、施工および

監理

(4)不動産の賃貸、管理および駐車場

の経営

(5)環境・衛生製品の製造および販売

(6)前各号に関連する技術指導なら

びに前各号に関連する発明、考

案、デザイン、ノウハウ、技術情

報の開発、売買および供与

(7)損害保険代理業および生命保険

の募集に関する業務

(8)前各号に附帯関連する一切の事

業
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第３号議案　取締役１名選任の件

　経営体制の強化を図るため取締役１名を増員することとし、取締役１名の選任

をお願いするものであります。なお、今回選任されます取締役の任期は、当社定

款の定めにより、他の在任取締役の任期の満了する時までとなります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

ふ り が な

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

ひら

平
さわ

沢
まさ

方
ひで

秀
(1958年４月８日生)

1983年４月　キヤノン株式会社入社

1998年１月　同社電子映像22設計室室長

2006年７月　同社ＤＣＰ第二開発センター副所長

2010年１月　同社ＤＣＰ第二開発センター所長

2016年１月　同社ＩＣＰ統括第二開発センタ

ー所長

2018年５月　当社入社顧問

2019年４月　当社常務執行役員（現任）

2020年４月　当社第二開発本部長（現任）

214株

【取締役候補者とした理由】
　候補者は新商品の開発部門の責任者を務めるなど、豊富な経験・実績・見識を有
しており、当社の経営及び開発業務の推進を図るために適任であると判断したた
め、新たに取締役として選任をお願いするものであります。

（注）1.　上記取締役候補者は新任の取締役候補者であります。

2.　上記取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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第４号議案　監査役３名選任の件

　本定時株主総会終結の時をもって、監査役　増井邦夫、齋藤安彦、櫻井透の３

氏が任期満了となりますので、監査役３名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ り が な

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所有する当社
の 株 式 数

１

ます

増
い

井
くに

邦
お

夫
(昭和28年９月24日生)

1977年４月　旭硝子株式会社（現ＡＧＣ株式会

社）入社

2002年10月　ソーダアッシュジャパン株式会

社取締役営業部長

2005年11月　旭硝子株式会社化学品カンパニ

ー名古屋支店長兼村上化学株式

会社非常勤取締役

2007年12月　旭硝子株式会社化学品カンパニ

ー弗素化学品事業部主幹

2008年７月　当社入社顧問

2009年６月　当社取締役社長室長

2010年４月　当社監査室長

2011年６月　当社常務執行役員

2012年６月　当社監査役（現任）

4,424株

【監査役候補者とした理由】
　候補者は、2012年６月より当社の監査役を務めており、その豊富な経験と幅広い
見識を、当社の監査役の職務に有効に生かすことができると判断したため、監査役
として選任をお願いするものであります。

２

さい

齋
とう

藤
やす

安
ひこ

彦
(昭和24年12月24日生)

1978年４月　弁護士登録

　　　　　　追手町法律事務所所長弁護士（現

任）

2000年６月　株式会社静岡銀行社外監査役

2004年６月　当社監査役（現任）

2006年11月　株式会社ＡＦＣ－ＨＤアムスラ

イフサイエンス社外監査役（現

任）

2016年６月　静岡鉄道株式会社社外監査役（現

任）

4,134株

【監査役候補者とした理由】
　候補者は追手町法律事務所所長弁護士であり、弁護士として培われた法務に関す
る豊富な経験と幅広い見識を有しており、社外監査役としての職務を適切に遂行で
きると判断したため、社外監査役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号

ふ り が な

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
所有する当社
の 株 式 数

３

さくら

櫻
い

井
 

　
とおる

透
(昭和28年５月４日生)

1976年４月　株式会社静岡銀行入行

2005年６月　同行代表取締役 取締役副頭取

2010年６月　同行取締役会長

2012年６月　同行顧問

　　　　　　静銀リース株式会社代表取締役

会長

2016年６月　当社監査役（現任）

366株

【監査役候補者とした理由】
　候補者は、株式会社静岡銀行にて役員を歴任するなど、経営に関する豊富な経験
と財務及び会計に関する幅広い見識を有しており、社外監査役としての職務を適切
に遂行できると判断したため、社外監査役として選任をお願いするものでありま
す。

（注）1.　増井邦夫、齋藤安彦、櫻井透の各氏と当社との間には特別の利害関係はありません。

2.　齋藤安彦氏は当社の顧問弁護士であり、顧問料をお支払しております。

3.　齋藤安彦、櫻井透の両氏は、社外監査役候補者であります。

4.　齋藤安彦氏は現在当社の社外監査役でありますが、監査役としての在任期間は、本定

時株主総会終結の時をもって16年となります。

5.　櫻井透氏は現在当社の社外監査役でありますが、監査役としての在任期間は、本定時

株主総会終結の時をもって４年となります。

6.　当社は、齋藤安彦、櫻井透の両氏を株式会社東京証券取引所の定める独立役員として

同取引所に届け出ております。なお、両氏の再任が承認された場合には、引き続き独

立役員とする予定であります。

7.　責任限定契約の概要

当社と齋藤安彦、櫻井透の両氏との間におきまして、会社法第423条第１項に定める責

任について、会社法第425条第１項に定める金額の合計額を限度とする契約を締結して

おります。両氏の再任が承認された場合は、両氏との当該契約を継続する予定であり

ます。
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株主総会会場ご案内図

会場　静岡県静岡市葵区紺屋町３番10号

中島屋グランドホテル　４階　カトレア
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なお、駐車場がございませんので、お車でのご来場はご容赦願います。


